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             Ⅱ 諸研究方法論の概観と考察 
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Ⅰ 本稿の位置づけについて 

本稿では、学校規模適正化に関する諸テーマを

研究する際の研究方法として考えうるものをいく

つか概観し、あわせて若干の考察を行う。それら

を概観した上で得られたのは、「『適正』な規模は、

どう議論されてきたか」、「『適正』な規模とは何か、

またどのような状態か」、「『適正』な規模をもとに、

どのような教育政策を打ち出すか」という 3 視点

である。これらを踏まえ、雪丸氏・畑中氏の 2 つ

の発表内容についてそれぞれ評釈を加えたい。 

なお、日本国内における人口減少という社会背

景や学校規模適正化に関する研究動向については、

波多江・川上（2013・2014）を参照頂きたい。 

 

Ⅱ 諸研究方法論の概観と考察 

１．「適正」な規模は、どう議論されてきたか 

 新自由主義的教育改革への批判から、学校の「適

正」規模以上に、学校統廃合問題がこれまではク

ローズアップされてきた（進藤・安達・山本 2005）。

それは学校統廃合への反対と、統廃合を進める教

育行政サイドへの批判といった運動論的様相を帯

びていた部分がある。そもそも学校の「適正」な

規模の議論がいつスタートしたのかについては、

櫻井（2014）の研究成果で明らかにされている。

それは次のようにまとめることができる。「一定水

準の行政サービスを提供するために必要な市町村

の『能力』の担保と『能率』の向上の観点から『規

模の合理化』」が検討され、地方自治体の事務を能

率化するために様々な適正規模が示された。その

延長として教育事務についても能率化が検討され、

授業負担の公平化や施設の効率的利用といったね

らいのもと、学校規模が検討されはじめたことが

学校の「適正」規模議論のスタートである。当時

の文部省はこれを受け、「義務教育水準の向上」と

いう新たな目的を追加的に設定し、それに寄せて

科学的手法でのエビデンスが収集され、政策が構

築されていった。 

学校の「適正」規模から議論がスタートしたわ

けではない点が明らかにされたのは興味深い。ま

た、櫻井（2014）自身が課題の箇所で挙げている

内容と重なるが、教育政策の形成過程の視点から

「適正」な規模がどのようなエビデンスのもとで

検証され、共有されてきたかを時系列で検討して

いく必要があるだろう。その際、既に若林（2012）

等の近接諸領域で示されている研究結果との整合

性や付け加えるべき点を意識しながら研究を進め

ていくことが必要となる。 

このように、教育政策の立案・形成過程の視点

から歴史（学）的なアプローチを採ることが一つ

である。なお、歴史（学）的なアプローチを採る

際、新たに事実を発見する、もしくは通説を覆す

研究は評価される。しかし、「当時代の人間はそれ

を当然のように知っていた」ような類の、歴史上

の“事実”になりきれていない過去の単なる“事

実”を扱っても研究上の意味は乏しい。史料批判

とともに、よくよく「事実」の価値を見定め吟味

していかねばならない（E.H.カー 2003）。 

 

２．「適正」な規模とは何か、またどのような状態か 

 その区分自体が無意味だとされるが、便宜上「質

的調査方法」と「量的調査方法」の 2 区分を一旦

宛がうこととしよう。以下、具体的な例を挙げな

がら研究方法論の整理を行い考察していく。 

学校の「適正」規模について、例として説明変

数を「規模」にすることを考えよう。その場合、

「①学級規模：学級内の児童生徒数」という設定
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ができる。研究例としては、学級規模と教育効果

との関連性を考察した山崎（2014）の研究や、研

究動向そのものをまとめた山森（2013）等が挙げ

られる。 

また、「②学校規模：学校内の学級数」という設

定もある。研究例としては、小規模校での分掌負

担や年休の取りづらさをインタビュー調査から明

らかにしたもの（藤原 2014）、教師ストレスと学

校規模との関連を考察したもの（斎藤 2000）等、

様々に存在する。 

主として①・②の 2 視点で研究が蓄積されてき

ており、「③学年規模：学年内の学級数」について

はこれまであまり扱われてこなかった。しかし、

波多江（2015）の分析では、教員の年次有給休暇

取得のしやすさを被説明変数として分析を行った

際に関連性が見られたのは、「①学級規模」や「②

学校規模」ではなく、「③学年規模」であった。こ

れは、「①学級規模」・「②学校規模」の 2 視点のみ

を説明変数とした分析では、関係性を見いだせな

い場合があることを示唆している。関連性が見出

されない場合に、「少人数学級や小規模校は、教育

面での（費用対）効果がある施策とは言えない」

と結論付けられてしまうことにもつながりうる。

設定する調査項目次第で、教師の認知が学校規模

まで及んでおらず、学年規模までで留まっている

と考えるべき場合が生じるのである。学校組織内

の関係者（教師・管理職・児童生徒等）が、何を

どこまで「認知（認識）」しているのかを質的情報

を収集する中で定めていく必要がある。それを受

け、量的調査で関連性を確認していくことも重要

である。このように、質的調査方法と量的調査方

法とでそれぞれ得られた知見を往還させながら検

討を進めていくことが重要となる。 

あわせて、「適正」をどのように捉えるかも問わ

れねばならない。すなわち、「適正」な学級人数や、

学校内の学級数といった場合には、必ずしも単調

増加・単調減少ではなく、大きすぎず小さすぎな

いどこかに「適正」が存在している可能性がある

といえる。よって、直線的関係性だけでなく、曲

線的関係性についても考察する等、研究方法上の

工夫が必要となる。 

 説明変数である「規模」が、どのように教育成

果に影響をもたらすかについて言えば、教育を経

済学の視点から見る場合に（例えば、Hanushek ＆ 

Welch 2006 等）、被説明変数は「学力」で測定す

ることが主となっている。しかし近年、子ども自

身の授業への取り組み度合等のような「非認知能

力（non-cognitive skills）」（Dee and West 2008）

が被説明変数として活用されるようになってきて

いる（畠山 2014[a]・[b]）。このように、どうい

った観点で、またどういった事柄を効果とみなす

のか（被説明変数とするのか）についても、合わ

せて検討していく必要があるだろう。 

 

３．「適正」な規模をもとに、どのような教育政

策を打ち出すか 

 学校規模であれ学級規模であれ、「適正」な規模

について一定の研究上のコンセンサス（貞広 2012）

が得られぬままであったとしても、人口減少社会

に突入した日本において、今後学校の統廃合は進

むであろう。 

学校の統廃合が行われるのに合わせて学校間の

距離が離れるため、教員人事異動範囲も変わって

くることが予想される。例えば、川上・妹尾（2011）

は、教員の能力形成にとって初任期の異動や配属

校が教職キャリアの上で相対的に大きなインパク

トを教員にもたらしていることを明らかにしてい

る。なお、長崎県の元・教員人事担当者の経験談

によれば、教員の人事異動範囲を設定・再設定す

る場合、実際に異動する教員達と教育行政サイド

との調整はスムーズにはいかないらしい。教員人

事が教員のキャリアに何らかの影響をもたらして

いることは推察されるため（川上 2013）、学校統

廃合に伴って教員人事異動の範囲に変更がなされ

るのか、また変更されるとしたらどのように変更

されるのかについての情報は、アーカイブしてお

く必要があろう。 

また、文部科学省から「子供の発達や学習者の

意欲・能力等に応じた柔軟かつ効果的な教育シス

テムの構築について（答申）」（平成 26 年 12 月 22

日）が出され、その内容からもわかるように、学

校統廃合と小中一貫教育等とが連動した形で教育

政策が打ち出されている。異校種間の連携・協働

の在り方を考察していく必要があるだろう。 

なお統廃合に際して、通学距離限度が考慮され

るが、機械的に算出される目安ではなく、児童生

徒個々の実感や個別の事情等を考慮したものとな

っているか検討が必要である（葉養・西村 2009）。
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ができる。研究例としては、学級規模と教育効果

との関連性を考察した山崎（2014）の研究や、研

究動向そのものをまとめた山森（2013）等が挙げ

られる。 

また、「②学校規模：学校内の学級数」という設

定もある。研究例としては、小規模校での分掌負

担や年休の取りづらさをインタビュー調査から明

らかにしたもの（藤原 2014）、教師ストレスと学

校規模との関連を考察したもの（斎藤 2000）等、

様々に存在する。 

主として①・②の 2 視点で研究が蓄積されてき

ており、「③学年規模：学年内の学級数」について

はこれまであまり扱われてこなかった。しかし、
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取得のしやすさを被説明変数として分析を行った

際に関連性が見られたのは、「①学級規模」や「②

学校規模」ではなく、「③学年規模」であった。こ

れは、「①学級規模」・「②学校規模」の 2 視点のみ

を説明変数とした分析では、関係性を見いだせな

い場合があることを示唆している。関連性が見出

されない場合に、「少人数学級や小規模校は、教育

面での（費用対）効果がある施策とは言えない」

と結論付けられてしまうことにもつながりうる。

設定する調査項目次第で、教師の認知が学校規模

まで及んでおらず、学年規模までで留まっている

と考えるべき場合が生じるのである。学校組織内

の関係者（教師・管理職・児童生徒等）が、何を

どこまで「認知（認識）」しているのかを質的情報

を収集する中で定めていく必要がある。それを受

け、量的調査で関連性を確認していくことも重要

である。このように、質的調査方法と量的調査方

法とでそれぞれ得られた知見を往還させながら検

討を進めていくことが重要となる。 

あわせて、「適正」をどのように捉えるかも問わ

れねばならない。すなわち、「適正」な学級人数や、

学校内の学級数といった場合には、必ずしも単調
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いどこかに「適正」が存在している可能性がある
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３．「適正」な規模をもとに、どのような教育政
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が得られぬままであったとしても、人口減少社会
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によれば、教員の人事異動範囲を設定・再設定す

る場合、実際に異動する教員達と教育行政サイド

との調整はスムーズにはいかないらしい。教員人

事が教員のキャリアに何らかの影響をもたらして

いることは推察されるため（川上 2013）、学校統

廃合に伴って教員人事異動の範囲に変更がなされ

るのか、また変更されるとしたらどのように変更

されるのかについての情報は、アーカイブしてお

く必要があろう。 

また、文部科学省から「子供の発達や学習者の

意欲・能力等に応じた柔軟かつ効果的な教育シス

テムの構築について（答申）」（平成 26 年 12 月 22

日）が出され、その内容からもわかるように、学

校統廃合と小中一貫教育等とが連動した形で教育

政策が打ち出されている。異校種間の連携・協働

の在り方を考察していく必要があるだろう。 

なお統廃合に際して、通学距離限度が考慮され

るが、機械的に算出される目安ではなく、児童生

徒個々の実感や個別の事情等を考慮したものとな

っているか検討が必要である（葉養・西村 2009）。

このような距離の視点から、どういった地理的範

囲で統廃合を進めるかも検討課題となる。例えば

宮﨑（2013）によれば、多数の小さな学校が一度

に統廃合の対象範囲となることで、より大きな人

件費削減効果が得られるという。ただしこれはあ

くまで都道府県や政令市レベルでのインセンティ

ブであって、市町村にとってみれば真逆のインセ

ンティブ、つまり学校の存続こそがメリットとな

る（内田・川上・妹尾・長谷川・日下田 2011）。

ゆえに、各自治体レベルにおけるインセンティブ

の違いを考慮して研究を進めていく必要がある

（本多 2012）。 

その他、学区調整等には地理学の知見を援用す

ることが考えられ（村山・駒木 2013）、既に貞広

幸・貞広斎・佐藤・多田（2010）等では応用が試

みられている。 

 

Ⅲ ２つの発表内容についての評釈 

 上記の先行研究を概観した内容を受け、本節で

は雪丸氏・畑中氏の 2 つの発表について評釈を加

えたい。 

雪丸氏の発表は、児童生徒数や学校数の推移を

グラフで示し、県内各地域がそれぞれ異なる地域

事情を抱えていることが推察される内容であった。

本稿で紹介した地理学的視点は、一定範囲の地続

きの土地・地域を分析対象としているため、離島

が圧倒的に多い長崎県の地理的条件を考えると、

本稿で紹介した分析方法の活用範囲には限界があ

る点を把握しておかねばならない。離島を多く抱

えることから、スクールバス等の手段も活用範囲

が限られている。こういった地理的条件を考慮す

る必要性は指摘できるものの、具体的にどういっ

た研究方法論が有用であるかは本稿筆者のキャパ

シティを超えているため、今後の課題としたい。 

なお、雪丸氏の情報では、離島の学校はいわゆ

る「縦の統合」（異校種間の統合）を検討せざるを

得ないほどに子どもの数が減少しているようであ

る。ゆえに、特別支援学校のような形態が、今後

離島の学校の一つのモデルとなる可能性が考えら

れる。異校種間の連携・協働、そして統合に関す

る研究を積極的に進めていく必要があり、組織間

連携の理論（山倉 1993）等を援用することが考え

られる。 

畑中氏の発表では、存続かなわず統廃合が決定

されてしまった際の渦中にいた教員に、当時の経

験を振り返ってもらい、そのときに抱いた「感情」

が詳述されている。畑中氏の発表の中で、「『感情』

が独立変数たりうることもあるのか？」という問

いかけがなされている。本稿筆者は、「主たる『独

立変数（説明変数）』として扱う可能性は低い」と

コメントをしている。畑中氏と筆者の見解が一致

する部分としては、当時のことであるため回想内

容に曖昧な部分が生じ得てしまう点に加え、当時

の大変さを想起してもらうことに対する回答者負

担が問題となる点である。ゆえに、統廃合と「感

情」を扱うことの難しさは共有した点である。 

他方、本稿筆者は次のようにも考える。学級規

模・学年規模・学校規模に関する教員対象の調査

は、その先に統廃合を想起させるため、回答結果

を歪める恐れがある。ゆえに、「これまでに統廃合

計画に関わった経験の有無」や、「現時点での人口

減少問題へのスタンス」を尋ねる項目を設ける必

要があると考える。つまり、主たる独立変数（説

明変数）というより、共変量としての統制変数と

して分析に使用すること等を考えた。 

なお、「感情」そのものはマネジメントの対象と

なるため、一つの研究テーマではあるだろう。所

属校での統廃合プロセスを経験することで、教員

に対して何らかの変化が生じる可能性は確かにあ

る。ただし、統廃合に際して「感情」を抱いた経

験と、例えば職能成長等、他の何かとの関連性を

見出そうとする場合、より大きな視点からの研究

意義を説明する必要があると考える。影響関係が

見出せた場合に、既存の知見に何が上乗せされる

のか、またどういった通説が覆されるのか、より

大きな視点からの見通し（学術的貢献可能性）を

説明できる必要があろう。 

現状の筆者のキャパシティではその意義を想起

することができなかったため、今後の課題とした

いが、時々刻々と統廃合が進められる中、データ

を取得・保管する必要性があり、できるだけ速や

かにそういった意義（研究上の大きな物語）を見

出す必要があると言えよう。 
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